
長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

〇

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

0 0 2

うち県ＯＢ兼務県職員

16,107

損失補償等残高補助金

22,838

負担金 委託料 貸付金残高

4 3

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

10

8

派遣県職員合計

8

正規職員 うち県ＯＢ

12

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

0

合計

10 2 8

0

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由

団体の役割として、県が直接実施することが困難な事業を実施して
おり、今後も補完しあって連携を強化していく。
県の関与としては、長崎県青年農業者等育成センター事業、農業次
世代人材投資資金事業、新規就農者支援研修事業等にかかる補助金
を引き続き実施する。

40.0

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 38.1381,700

1,001,043

定款等に定める事業内容団体名

所管課名
（１）農林水産業の担い手青年の育成に関する
　　　事業。
　ア、担い手の研修の助成に関すること。
　イ、担い手の指導活動促進に関すること。
　ウ、担い手の仲間づくり活動促進に関するこ
　　　と。
　エ、担い手の活動支援に関すること。
（２）長崎県青年農業者等育成センターに関す
　　　る事業。
　ア、就農支援資金貸付事業に関すること。
　イ、新規就農者に対する農業技術又は経営方
　　　法の習得に関する情報の提供、相談その
　　　他の援助を行うこと。
　ウ、青年等の就農促進に関する調査及び啓発
　　　活動に関すること。
（３）その他目的を達成するために必要な事
　　　業。

100.0合計

その他 219,342 21.9

県内市町 400,001

農林部 農業経営課

(公財) 長崎県農林水産業担い手育成基金



長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

○

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

0 0 1

113

うち県ＯＢ兼務県職員

損失補償等残高補助金 負担金 委託料 貸付金残高

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

10

派遣県職員合計

9

正規職員 うち県ＯＢ

14

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

1 1

合計

9 1 8

0

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由

　県は、農業信用保証保険法により農業信用基金協会に対し出資し
会員となっており、また、農林部長が役員（理事）となっている。
　今後も法に基づき引き続き農業信用基金協会の運営に関与すると
ともに、農業者への融資の円滑化のため、必要な場合は特別準備金
に対する出捐を行っていく。

7.5

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

他 12,922 0.3

長崎県 17.5671,319

3,834,591

定款等に定める事業内容団体名

所管課名

　会員たる農業者等（その者が農業協同組合
である場合には、その組合員を含む）が、農
業近代化資金、農業改良資金、就農支援資
金、その他事業又は生活に必要な資金を借り
入れることにより融資機関に対して負担する
債務の保証並びに農業経営基盤強化促進法等
の認定を受けた者に対し当該認定に係る計画
を円滑に達成するのに必要な資金の貸付を行
う融資機関に対する当該貸付に必要な資金の
供給。

100.0合計

農業協同組合 2,862,660 74.7

市町 287,690

農林部 農業経営課

(特) 長崎県農業信用基金協会



長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

○

定款等に定める事業内容団体名

所管課名

（１）農地中間管理事業
（２）諫早湾干拓農地保有管理事業

100.0合計

農林部 農業経営課

(公財) 長崎県農業振興公社

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由
平成26年度から開始された農地中間管理事業において、知事が農地
中間管理機構に指定した長崎県で唯一の団体であり、今後とも農地
有効利用のため事業の実施が必要である。

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 100.01,000

1,000

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

1 1

合計

10 2 8

1

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

4 1 6

派遣県職員合計

8

正規職員 うち県ＯＢ

20

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

0 0 2

7

うち県ＯＢ兼務県職員

131,942

損失補償等残高

2,713,549

補助金

1,053,971

負担金 委託料 貸付金残高

6 1

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

11



長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

○

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

0 0 2

33

うち県ＯＢ兼務県職員

損失補償等残高補助金 負担金 委託料 貸付金残高

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

5

1

派遣県職員合計

3

正規職員 うち県ＯＢ

7

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

1 1

合計

4 2 2

0

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由
　本県の農林水産業の労働者不足は年々深刻さを増しており、労働
力不足は本県農林水産業の維持発展や所得確保の阻害要因となるこ
とから、引き続き、関与を行う。

31.9

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県農業協同組
合中央会 11,000 7.9

長崎県 35.850,000

139,500

定款等に定める事業内容団体名

所管課名
１．労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する
法律に基づく労働者派遣事業
２．経営相談、事務処理、経理処理、電算機処理その他各種産業上の業務
処理の請負
３．広告代理業
４．有料職業紹介事業及び行政機関からの無料職業斡旋事業所の運営の受
託
５．農畜産物の生産、加工、販売、貯蔵及び運搬
６．農業生産に係る作業受託
７．農業経営に係る研修
８．林業及び山林管理業務の受託・請負
９．木材・木工品及び製材加工品等の製造、加工、販売
１０．林業経営に係る研修
１１．水産業の受託運営及び管理
１２．水産物の養殖及び加工、販売
１３．水産業経営に係る研修
１４．人材の職業適性、能力の開発・検査・分析・調査・コンサルティン
グ
１５．企業における従業員の採用手続及び教育研修業務の受託
１６．人材の募集・転職活動に関する情報の収集ならびに提供
１７．イベントの企画・運営
１８．前各号に付帯または関連する一切の業務

100.0合計

（株）ｱｿｳ･ﾋｭｰﾏ
ﾆｰｾﾝﾀｰ 34,000 24.4

（公）長崎県農林水
産業担い手育成基金 44,500

農林部 農業経営課

(株) エヌ



長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

○

定款等に定める事業内容団体名

所管課名
(1)園芸農産物の安定的な生産及び出荷の促
進に関する事業
(2)園芸農産物の価格差補給事業等に関する
資金の造成及び管理に関する事業
(3)園芸農産物の価格が大きく低落した場合
に、農業経営への影響を緩和し、生産者の経
営安定を図るための価格差補給事業、助成金
交付事業及び補てん金交付事業
(4)園芸農産物及びその製品の需要の拡大を
図るための事業
(5)前各号に掲げる事業のほか園芸農産物の
生産出荷の安定に関する事業
(6)その他本会の目的を達成するために必要
な事業

100.0合計

農業共同組合等 54,544 32.8

公益財団法人
中央果実協会 50,000

農林部 農産園芸課

(公社) 長崎県園芸振興基金協会

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由

 野菜、果実の園芸農産物は、気象及び需給動向等による価格変動
が大きく、生産者の経営安定と消費者への安定的な農産物供給に大
きな影響を及ぼすことから、当該法人が実施する価格差補給事業や
助成金交付事業等により生産者と消費者への影響を軽減すること
は、県としての重要な施策である。

30.1

資本金・
基本金等

の額
(千円)

※直近の決
算日現在

100
一般社団法人

長崎県園芸種苗供給
センター

市町 9,802 5.9

0.1

長崎県 31.251,942

166,388

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

0

合計

14 14

0

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

派遣県職員合計

14

正規職員 うち県ＯＢ

3

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

0 0 0

12

うち県ＯＢ兼務県職員

208,591

損失補償等残高補助金 負担金 委託料 貸付金残高

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

14



長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

○

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

0 0 0

6

うち県ＯＢ兼務県職員

450

損失補償等残高補助金 負担金 委託料 貸付金残高

2

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

4

派遣県職員合計

3

正規職員 うち県ＯＢ

8

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

0

合計

4 1 3

1

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由

　第３期ながさき農林業･農山村活性化計画に基づき、野菜や花き
の生産拡大に取り組んでいるところであり、当センターの優良種苗
の供給は産地の維持拡大に大きく寄与している。
 県内でウイルスフリー苗生産や優良系統の選抜ができる施設は当
センターのみであり、今後も農家所得向上のために優良種苗の供給
と生産振興を連携して取り組む必要がある。

80.0

資本金・
基本金等

の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 20.06,000

30,000

定款等に定める事業内容団体名

所管課名 ①野菜、花き等の優良種苗の大量増殖及び供
給
②野菜、花き等の新品種及び優良系統の普及
③野菜、花き等の優良系統の保存
④野菜、花き等の新技術の研修及び普及
⑤その他目的達成するために必要な事業

100.0合計

JA全農長崎県本部 24,000

農林部 農産園芸課

(一社) 長崎県園芸種苗供給センター



長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

○

定款等に定める事業内容団体名

所管課名
（1）増養殖、漁場改良、漁業施設整備、水質保
全等、諫早湾の水産振興の取組みへの助成
（2）諫早湾の水産振興に寄与する調査研究
（3）潮受堤防、自然干陸地等、諫早湾干拓事業
によって生まれた地域資源の利活用、情報発
信、環境美化などによる魅力づくり等への助成
（4）諫早湾地域における水産振興と地域振興の
ための情報発信、情報収集及び関係機関・団体
との連携・調整等
（5）諫早湾の水産振興を図るために必要な漁業
協同組合及び漁業者の経営基盤安定等のための
支援事業
（6）その他この法人の目的を達成するために必
要な事業

100.0合計

雲仙市 25,133 1.5

諫早市 60,717

農林部 諫早湾干拓課

(公財) 諫早湾地域振興基金

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由

（公財）諫早湾地域振興基金は、国営諫早湾干拓事業の推進に伴う
諸課題に対応するため、諫早湾地域における水産振興や地域振興に
関する事業を行い、地域経済社会の健全な発展に寄与しており、今
後も県出捐は必要である。

3.5

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 95.01,631,150

1,717,000

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

1

合計

8 1 7

0

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

1

1

派遣県職員合計

7

正規職員 うち県ＯＢ

3

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

1 0 1

2

うち県ＯＢ兼務県職員

損失補償等残高補助金 負担金 委託料 貸付金残高

1 1

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

9



長崎県の出資団体の状況

直近の決算日： 令和 5 年 5 月 31 日

○

定款等に定める事業内容団体名

所管課名

１．分収林方式による造林・育林・伐採及び
林産物の販売

２．水資源、緑資源その他国土の保全に必要
な森林の造成

100.0合計

県内森林組合 240 0.4

県内市町 2,530

農林部 林政課

(公社) 長崎県林業公社

今後の
関与の
方針

関与廃止縮小拡充現状維持○印を記入

その理由

　新公益法人制度の施行（平成20年12月1日）に伴い、特例民法法
人（旧民法第34条法人）から公益社団法人へ移行（平成24年6月1
日）し、それまでと同様、森林資源の造成、木材の安定供給、国土
の保全、森林の多面的機能の高揚に取り組むことにより、自然環境
の保全、国民生活の安定向上に寄与する公益的活動を行っているこ
とから、現状の出資関係を維持する。

4.7

資本金・
基本金等
の額
(千円)

※直近の決
算日現在

長崎県 94.851,000

53,770

役員等数
（名）

※R5.3.31現
在

常勤

非常勤

プロパー

計

1

合計

18 1 17

0

その他兼務県職員 県ＯＢ派遣県職員

1

派遣県職員合計

17

正規職員 うち県ＯＢ

17

県財政負担
（千円)
※R4年度

その他

1 0 1

8

うち県ＯＢ兼務県職員

657,108 9,500

損失補償等残高

3,202,128

補助金

23,451,060

負担金 委託料 貸付金残高

9 2

非正規職員
職員数
（名）

※R5.3.31現
在

19


